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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】電解液に接触した場合の金属端子との密着性に優れた金属端子用接着性フィルム
を提供する。
【解決手段】電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、電池素子を封止する包装
材料との間に介在される金属端子用接着性フィルムであって、少なくとも１層のポリオレ
フィン骨格を有する樹脂層を備えており、前記樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含ん
でおり、前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、層の厚さ１０μｍ
以上の前記酸変性ポリプロピレン層によって構成されており、前記酸変性ポリプロピレン
層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され、前記金属端子用接着性フィ
ルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピーク
が観察される。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２０℃以上１５
６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、金属端子用接着性フィルム。
【請求項２】
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造
が観察される層を含んでいる、請求項１に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項３】
　以下の測定方法で測定される、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率が、４０％
以上である、請求項１または２に記載の金属端子用接着性フィルム。
　厚さ１００μｍのアルミニウム板と、前記金属端子用接着性フィルムを用意する。
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さＡ（μｍ）を測定する。
　前記アルミニウム板及び前記金属端子用接着性フィルムの長さ方向及び幅方向が一致す
るようにして、前記アルミニウム板の中心部分に前記金属端子用接着性フィルムを重ねる
。さらに、前記金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２μｍのポリエチレンテレフタレ
ートフィルムを配置する。
　前記アルミニウム板の長さより長く、幅７ｍｍの金属板を２枚用意し、前記金属端子用
接着性フィルムの全面を覆うようにして、前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フ
ィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７ＭＰａ、時間３秒間の条件で、前記金属
板で加熱及び加圧を行い、前記ポリエチレンテレフタレートフィルムを金属接着性フィル
ムから剥し前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フィルムの積層体を得る。
　当該積層体の加熱及び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）を測定する。
　以下の式によって、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出する。
金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
【請求項４】
　前記金属端子用接着性フィルムの流れ方向の熱収縮率が、４０％以上９５％以下である
、請求項１～３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項５】
　前記金属端子用接着性フィルムを赤外分光法で分析すると、無水マレイン酸に由来する
ピークが検出される、請求項１～４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項６】
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、ポリプロピレン層を含んでいる、請求項１
～５のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項７】
　前記ポリプロピレン層は、ブロックポリプロピレンを含んでいる、請求項６に記載の金
属端子用接着性フィルム。
【請求項８】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンを含んでいる、請求項６又は７に記
載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項９】
　前記ポリプロピレン層は、未延伸ポリプロピレンにより構成されている、請求項６～８
のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１０】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンにより構成された層と、ブロックポ
リプロピレンにより構成された層と、ランダムポリプロピレンにより構成された層とがこ
の順に積層された積層構成を有している、請求項６～９のいずれかに記載の金属端子用接
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着性フィルム。
【請求項１１】
　前記ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され、当該
海島構造において、島の部分の面積の割合が、５％以上である、請求項６～１０のいずれ
かに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１２】
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでいる、請
求項１～１１のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１３】
　前記酸変性ポリプロピレン層は、ランダムベースの酸変性ポリプロピレンを含んでいる
、請求項１２に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１４】
　前記金属端子用接着性フィルムの一方側の表面粗さが０．５μｍ以上である、請求項１
～１３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１５】
　前記包装材料が、少なくとも、基材層、バリア層、及び熱融着性樹脂層をこの順に備え
る積層シートから構成されており、
　前記熱融着性樹脂層と前記金属端子との間に前記金属端子用接着性フィルムが介在され
る、請求項１～１４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１６】
　少なくとも、正極、負極、及び電解質を備えた電池素子と、当該電池素子を封止する包
装材料と、前記正極及び前記負極のそれぞれに電気的に接続され、前記包装材料の外側に
突出した金属端子とを備える電池であって、
　前記金属端子と前記包装材料との間に、請求項１～１５のいずれかに記載の金属端子用
接着性フィルムが介在される、電池。
【請求項１７】
　金属端子と、前記金属端子の一部を被覆している請求項１～１５のいずれかに記載の金
属端子用接着性フィルムとを備える、接着性フィルム付き金属端子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属端子用接着性フィルム、接着性フィルム付き金属端子、及び電池に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、様々なタイプの電池が開発されているが、あらゆる電池において電極や電解質等
の電池素子を封止するために包装材料が不可欠な部材になっている。従来、電池用包装と
して金属製の包装材料が多用されていたが、近年、電気自動車、ハイブリッド電気自動車
、パソコン、カメラ、携帯電話等の高性能化に伴い、電池には、多様な形状が要求される
と共に、薄型化や軽量化が求められている。しかしながら、従来多用されていた金属製の
包装材料では、形状の多様化に追従することが困難であり、しかも軽量化にも限界がある
という欠点がある。
【０００３】
　そこで、近年、多様な形状に加工が容易で、薄型化や軽量化を実現し得る包装材料とし
て、基材層／接着層／バリア層／熱融着性樹脂層が順次積層された積層シートが提案され
ている。このようなフィルム状の包装材料を用いる場合、包装材料の最内層に位置する熱
融着性樹脂層同士を対向させた状態で、包装材料の周縁部をヒートシールにて熱融着させ
ることにより、包装材料によって電池素子が封止される。
【０００４】
　包装材料のヒートシール部分からは、金属端子が突出しており、包装材料によって封止
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された電池素子は、電池素子の電極に電気的に接続された金属端子によって外部と電気的
に接続される。すなわち、包装材料がヒートシールされた部分のうち、金属端子が存在す
る部分は、金属端子が熱融着性樹脂層に挟持された状態でヒートシールされている。金属
端子と熱融着性樹脂層とは、互いに異種材料により構成されているため、金属端子と熱融
着性樹脂層との界面において、密着性が低下しやすい。
【０００５】
　このため、金属端子と熱融着性樹脂層との間には、これらの密着性を高めることなどを
目的として、接着性フィルムが配されることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１５－７９６３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　このような接着性フィルムには、包装材料及び金属端子との高い密着性が要求される。
【０００８】
　このような状況下、本発明は、電解液に接触した場合の金属端子との密着性に優れた金
属端子用接着性フィルムを提供することを主な目的とする。さらに、本発明は、当該金属
端子用接着性フィルムを用いた、接着性フィルム付き金属端子及び電池を提供することも
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者等は、上記の課題を解決すべく鋭意検討を行った。その結果、電池素子の電極
に電気的に接続された金属端子と、電池素子を封止する包装材料との間に介在される、金
属端子用接着性フィルムであって、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂層
を備えており、金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２０℃
以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される金属端子用接着性フィルムは、金属端
子と積層した後、電解液に浸漬した後において、高い密着性を発揮することを見出した。
本発明は、かかる知見に基づいて更に検討を重ねることにより完成したものである。
【００１０】
　即ち、本発明は、下記に掲げる態様の発明を提供する。
項１．　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装
材料との間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２０℃以上１５
６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、金属端子用接着性フィルム。
項２．　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海
島構造が観察される層を含んでいる、項１に記載の金属端子用接着性フィルム。
項３．　以下の測定方法で測定される、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率が、
４０％以上である、項１または２に記載の金属端子用接着性フィルム。
　厚さ１００μｍのアルミニウム板と、前記金属端子用接着性フィルムを用意する。
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さＡ（μｍ）を測定する。
　前記アルミニウム板及び前記金属端子用接着性フィルムの長さ方向及び幅方向が一致す
るようにして、前記アルミニウム板の中心部分に前記金属端子用接着性フィルムを重ねる
。さらに、前記金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２μｍのポリエチレンテレフタレ
ートフィルムを配置する。
　前記アルミニウム板の長さより長く、幅７ｍｍの金属板を２枚用意し、前記金属端子用
接着性フィルムの全面を覆うようにして、前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フ
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ィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７ＭＰａ、時間３秒間の条件で、前記金属
板で加熱及び加圧を行い、前記ポリエチレンテレフタレートフィルムを金属接着性フィル
ムから剥し前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フィルムの積層体を得る。
　当該積層体の加熱及び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）を測定する。
　以下の式によって、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出する。
金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
項４．　前記金属端子用接着性フィルムの流れ方向の熱収縮率が、４０％以上９５％以下
である、項１～３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項５．　前記金属端子用接着性フィルムを赤外分光法で分析すると、無水マレイン酸に由
来するピークが検出される、項１～４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項６．　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、ポリプロピレン層を含んでいる、項
１～５のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項７．　前記ポリプロピレン層は、ブロックポリプロピレンを含んでいる、項６に記載の
金属端子用接着性フィルム。
項８．　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンを含んでいる、項６又は７に
記載の金属端子用接着性フィルム。
項９．　前記ポリプロピレン層は、未延伸ポリプロピレンにより構成されている、項６～
８のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項１０．　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンにより構成された層と、ブ
ロックポリプロピレンにより構成された層と、ランダムポリプロピレンにより構成された
層とがこの順に積層された積層構成を有している、項６～９のいずれかに記載の金属端子
用接着性フィルム。
項１１．　前記ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察さ
れ、当該海島構造において、島の部分の面積の割合が、５％以上である、項６～１０のい
ずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項１２．前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでい
る、項１～１１のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項１３．　前記酸変性ポリプロピレン層は、ランダムベースの酸変性ポリプロピレンを含
んでいる、項１２に記載の金属端子用接着性フィルム。
項１４．　前記金属端子用接着性フィルムの一方側の表面粗さが０．５μｍ以上である、
項１～１３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項１５．　前記包装材料が、少なくとも、基材層、バリア層、及び熱融着性樹脂層をこの
順に備える積層シートから構成されており、
　前記熱融着性樹脂層と前記金属端子との間に前記金属端子用接着性フィルムが介在され
る、項１～１３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
項１６．　少なくとも、正極、負極、及び電解質を備えた電池素子と、当該電池素子を封
止する包装材料と、前記正極及び前記負極のそれぞれに電気的に接続され、前記包装材料
の外側に突出した金属端子とを備える電池であって、
　前記金属端子と前記包装材料との間に、項１～１５のいずれかに記載の金属端子用接着
性フィルムが介在される、電池。
項１７．　金属端子と、前記金属端子の一部を被覆している項１～１５のいずれかに記載
の金属端子用接着性フィルムとを備える、接着性フィルム付き金属端子。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、電解液に接触した場合の金属端子との密着性に優れた金属端子用接着
性フィルムを提供することができる。さらに、本発明によれば、当該金属端子用接着性フ
ィルムを用いた、接着性フィルム付き金属端子及び電池を提供することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の電池の略図的平面図である。
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【図２】図１の線Ａ－Ａ'における略図的断面図である。
【図３】図１の線Ｂ－Ｂ'における略図的断面図である。
【図４】本発明の金属端子用接着性フィルムの略図的断面図である。
【図５】本発明の金属端子用接着性フィルムの略図的断面図である。
【図６】本発明の電池に用いられる包装材料の略図的断面図である。
【図７】実施例における電解液浸漬後のシール強度の測定方法を説明するための模式図で
ある。
【図８】実施例における電解液浸漬後のシール強度の測定方法を説明するための模式図で
ある。
【図９】「高分子ミクロ写真集　目で見る高分子　１．分子集合の形と働き」（編者：社
団法人高分子学会、発行者：山本格、発行所：株式会社培風館、昭和６１年５月３０日初
版発行）の第２９頁に「Ｃ」として示されている透過型電子顕微鏡写真（スケールバーは
５μｍ）である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明の金属端子用接着性フィルムは、電池素子の電極に電気的に接続された金属端子
と、前記電池素子を封止する包装材料との間に介在される、金属端子用接着性フィルムで
あって、金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹
脂層を備えており、金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２
０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察されることを特徴とする。以下、本発明
の金属端子用接着性フィルム及びこれを用いた本発明の電池について詳述する。
【００１４】
　なお、本明細書において、「～」で示される数値範囲は「以上」、「以下」を意味する
。例えば、２～１５ｍｍとの表記は、２ｍｍ以上１５ｍｍ以下を意味する。
【００１５】
１．金属端子用接着性フィルム
　本発明の金属端子用接着性フィルムは、電池素子の電極に電気的に接続された金属端子
と、電池素子を封止する包装材料との間に介在されるものである。具体的には、例えば図
１～３に示されるように、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、電池素子４の電極に
電気的に接続されている金属端子２と、電池素子４を封止する包装材料３との間に介在さ
れている。また、金属端子２は、包装材料３の外側に突出しており、ヒートシールされた
包装材料３の周縁部３ａにおいて、金属端子用接着性フィルム１を介して、包装材料３に
挟持されている。なお、本発明において、包装材料をヒートシールする際の熱としては、
通常１６０～２２０℃程度の範囲、圧力としては、通常０．５～２．０ＭＰａ程度の範囲
である。
【００１６】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、金属端子２と包装材料３との密着性を高める
ために設けられている。金属端子２と包装材料３との密着性が高められることにより、電
池素子４の密封性が向上する。前述のとおり、電池素子４を密封する際には、電池素子４
の電極に電気的に接続された金属端子２が包装材料３の外側に突出するようにして、電池
素子がヒートシールにより封止される。このとき、金属により形成された金属端子２と、
包装材料３の最内層に位置する熱融着性樹脂層３４（ポリオレフィンなどの熱融着性樹脂
により形成された層）とは異種材料により形成されているため、接着性フィルムを用いな
い場合には、金属端子２と熱融着性樹脂層３４との界面において、電池素子の密封性が低
くなりやすい。また、接着性フィルムを用いた場合にも、接着性フィルムの耐電解液性が
低いと、電池素子の密封性が低くなりやすい。
【００１７】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有す
る樹脂層１０を備えている。ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０は、単層であっても
よいし、複数層であってもよい。
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【００１８】
　また、図示を省略するが、後述の通り、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、ポリ
オレフィン骨格を有する樹脂層１０に加えて、さらに、不織布などの支持部材を有してい
てもよい。支持部材は、金属端子用接着性フィルム１の支持体として機能する層である。
【００１９】
　電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点から、ポリオレフィン骨格を
有する樹脂層１０は、例えば図４，５に示されるように、ポリプロピレン層１１及び酸変
性ポリプロピレン層１２の少なくとも１層を備えていることが好ましく、ポリプロピレン
層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２の双方を備えていることがより好ましい。図４に
は、本発明の金属端子用接着性フィルム１が、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０に
よって形成されており、かつ、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０が、ポリプロピレ
ン層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２の積層体である場合の模式図を示している。ま
た、図５には、本発明の金属端子用接着性フィルム１が、ポリオレフィン骨格を有する樹
脂層１０によって形成されており、かつ、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０が、酸
変性ポリプロピレン層１２、ポリプロピレン層１１、及び酸変性ポリプロピレン層１２が
この順に積層された積層体である場合の模式図を示している。
【００２０】
　なお、後述の通り、ポリプロピレン層１１には、同一または異なるポリプロピレンによ
り構成された層が連続して複数積層されており、当該複数層がポリプロピレン層１１を構
成していてもよい。同様に、酸変性ポリプロピレン層１２には、同一または異なる酸変性
ポリプロピレンにより構成された層が連続して複数積層されており、当該複数層が酸変性
ポリプロピレン層１２を構成していてもよい。
【００２１】
　酸変性ポリプロピレンにより構成されている酸変性ポリプロピレン層１２は、ポリプロ
ピレンにより構成されているポリプロピレン層１１と比較すると、金属材料に対する密着
性に優れている。このため、酸変性ポリプロピレン層１２が金属端子２側に位置するよう
にして、本発明の金属端子用接着性フィルム１を金属端子２と包装材料３との間に配置す
ることにより、電池素子の密封性を効果的に高めることができる。従って、本発明の金属
端子用接着性フィルム１においては、酸変性ポリプロピレン層１２が、金属端子用接着性
フィルムの少なくとも片面側の表層を構成していることが好ましく、両面側の表層を構成
していることがより好ましい。
【００２２】
　ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０が、ポリプロピレン層１１及び酸変性ポリプロ
ピレン層１２を含んでいる場合、電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観
点から、酸変性ポリプロピレン層１２の合計厚さを１とした場合の、ポリプロピレン層１
１の合計厚さとしては、好ましくは０．７５～３．２程度の範囲内、より好ましくは０．
８～２．０程度の範囲内が挙げられる。
【００２３】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１の好ましい積層構成の具体例としては、酸変性ポ
リプロピレン層１２／ポリプロピレン層１１の２層構成；酸変性ポリプロピレン層１２／
ポリプロピレン層１１／酸変性ポリプロピレン層１２がこの順に積層された３層構成；酸
変性ポリプロピレン層１２／ポリプロピレン層１１／酸変性ポリプロピレン層１２／ポリ
プロピレン層１１／酸変性ポリプロピレン層１２がこの順に積層された５層構成；酸変性
ポリプロピレン層１２／支持部材（不織布など）／酸変性ポリプロピレン層１２がこの順
に積層された３層構成などが挙げられ、これらの中でも、酸変性ポリプロピレン層１２／
ポリプロピレン層１１の２層構成；酸変性ポリプロピレン層１２／ポリプロピレン層１１
／酸変性ポリプロピレン層１２がこの順に積層された３層構成がより好ましい。
【００２４】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、全ての層がポリオレフィンにより構成されて
いる（すなわち、全ての層がポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０により構成されてい
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る）ことが好ましい。本発明の金属端子用接着性フィルム１は、酸変性ポリプロピレン層
１２及びポリプロピレン層１１の少なくとも一方のみによって構成されている態様も好ま
しく、ポリオレフィンによって構成された他のポリオレフィン層をさらに備えている態様
も好ましい。ポリオレフィン層を構成するポリオレフィンの具体例としては、ポリエチレ
ン、酸変性ポリエチレンなどが挙げられる。酸変性ポリエチレンにおいて、エチレンを酸
変性する成分としては、特に制限されないが、例えば、後述の酸変性ポリプロピレン層１
２で例示した酸変性に使用される不飽和カルボン酸またはその無水物などが挙げられる。
【００２５】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１の厚みとしては、特に制限されないが、電解液に
接触した場合の金属端子との密着性を高める観点からは、好ましくは４０～２００μｍ程
度、より好ましくは５５～１８０μｍ程度、さらに好ましくは６０～１５０μｍ程度が挙
げられる。
【００２６】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１を示差走査熱量計で測定した場合に、１２０～１
５６℃の範囲に融解ピークが観察される。電解液に接触した場合の金属端子との密着性を
高める観点から、当該融解ピークは、下限については、好ましくは約１３０℃以上、より
好ましくは約１３５℃以上が挙げられ、上限については、好ましくは約１５０℃以下、よ
り好ましくは１４８℃以下が挙げられ、好ましい範囲としては、１２０～１５０℃程度、
１２０～１４８℃程度、１３０～１５６℃程度、１３０～１５０℃程度、１３０～１４８
℃程度、１３５～１５６℃程度、１３５～１５０℃程度、１３５～１４８℃程度が挙げら
れる。なお、本発明の金属端子用接着性フィルム１においては、１２０～１５６℃の範囲
に融解ピークが観察されればよく、当該範囲内又は範囲外の融解ピークをさらに有してい
てもよい。なお、当該融解ピークの測定方法は、測定対象を本発明の金属端子用接着性フ
ィルム１として、後述のポリプロピレン層１１の融解ピーク温度の測定方法と同様にして
測定された値である。本発明の金属端子用接着性フィルム１において、１２０～１５６℃
の範囲に融解ピークが観察される層は限定されないが、好ましくはポリオレフィン骨格を
有する樹脂層１０であり、より好ましくは後述のポリプロピレン層１１及び酸変性ポリプ
ロピレン層１２の少なくとも一方である。本発明の金属端子用接着性フィルム１において
、前記の融解ピーク温度は、好ましくは、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０の積層
構成、組成や、樹脂層１０を形成する際の加熱温度、加熱速度、冷却温度、冷却速度、加
工速度などによって調整することができる。
【００２７】
　また、同様の観点から、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、以下の測定方法で測
定される金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率が、約４０．０％以上であることが好ま
しく、約４２．０％以上であることが好ましく、約４５．０％以上であることが好ましい
。当該厚さ残存率の上限については、約８５．０％以下であることが好ましく、約８０．
０％以下であることが好ましく、約６２．０％以下であることが好ましく、約６０．０％
以下であることが好ましく、約５８．０％以下であることが好ましい。当該厚さ残存率の
範囲としては、好ましくは、４０．０～８５．０％程度、４０．０～８０．０％程度、４
０．０～６２．０％程度、４０．０～６０．０％程度、４０．０～５８．０％程度、４２
．０～８５．０％程度、４２．０～８０．０％程度、４２．０～６２．０％程度、４２．
０～６０．０％程度、４２．０～５８．０％程度、４５．０～８５．０％程度、４５．０
～８０．０％程度、４５．０～６２．０％程度、４５．０～６０．０％程度、４５．０～
５８．０％程度が挙げられる。当該残存率が４０．０％以上である金属端子用接着性フィ
ルム１を用いることにより、包装材料に含まれるバリア層と金属端子との短絡を効果的に
抑制することができ、かつ、包装材料と金属端子用接着性フィルムとの密着性をより一層
高めることが可能となる。また、当該残存率が８５％以下である金属端子用接着性フィル
ム１を用いることにより、金属端子の段差の形状に好適に追従することができ、また、金
属端子の端部を好適に覆うことができる。
【００２８】
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（金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率の測定）
　厚さ１００μｍのアルミニウム板（純アルミニウム系、ＪＩＳ　Ｈ４１６０－１９９４
　Ａ１Ｎ３０Ｈ－Ｏ）と、金属端子用接着性フィルムを用意する。金属端子用接着性フィ
ルムの厚さＡ（μｍ）をマイクロゲージで測定する。アルミニウム板及び金属端子用接着
性フィルムの長さ方向及び幅方向が一致するようにして、アルミニウム板の中心部分に金
属端子用接着性フィルムを重ねる。このとき、金属端子用接着性フィルムの表面とアルミ
ニウム板とが接するように配置する。さらに、金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２
μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムを配置する。アルミニウム板の長さより長く
、幅７ｍｍの金属板を２枚用意し、金属端子用接着性フィルムの全面を覆うようにして、
アルミニウム板と金属端子用接着性フィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７Ｍ
Ｐａ、時間３秒間の条件で、加熱及び加圧を行い、ポリエチレンテレフタレートフィルム
を金属接着性フィルムから剥しアルミニウム板と金属端子用接着性フィルムの積層体を得
る。当該積層体の加熱及び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）をマイクロゲージで測定
する。以下の式によって、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出する。
　金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
【００２９】
　なお、厚さ残存率の測定において、長さ方向とは、対象物の平面視の長辺に対応する長
手方向であり、幅方向とは対象物の平面視の短辺に対応する短手方向である。長さ方向と
幅方向の大きさが一致する場合（正方形）はどちらを長さ方向、幅方向としてもよい。
【００３０】
　当該残存率の測定にあたり、金属端子用接着性フィルムの面積によっては、面圧が１．
２７ＭＰａとなるように加圧荷重をかけて測定することもできる。具体的には、［金属板
による加圧荷重（Ｎ）］／［金属端子用接着性フィルムを加圧する面積（ｍｍ2）］＝面
圧（ＭＰａ）という式により換算できる。なお、金属板による加圧荷重（Ｎ）は、金属板
の圧力を調整するシリンダーの径やエア圧によって調整することができる。
【００３１】
　前述の金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率の測定において、温度１９０℃、面圧１
．２７ＭＰａ、時間３秒間の条件で測定を行えば、金属端子用接着性フィルム及びアルミ
ニウム板の長さ及び幅は限定されないが、例えば、長さ７０ｍｍ、幅５ｍｍの金属端子用
接着性フィルムで測定可能（裁断などの手法を採用してもよい）な場合には、このサイズ
の金属端子用接着性フィルムと、アルミニウム板として長さ６０ｍｍ、幅２５ｍｍのもの
を用いて、金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を好適に測定することができる。なお
、［金属端子用接着性フィルムを加圧する面積（ｍｍ2）］は、アルミニウム板と金属端
子用接着性フィルムとが重なっている部分の面積であり、例えばこれらのサイズの金属端
子用接着性フィルムとアルミニウム板とを用いる場合であれば、当該面積は、６０ｍｍ×
５ｍｍとなる。また、アルミニウム板と金属端子用接着性フィルムの積層体を得る際の加
熱及び加圧によって、前記アルミニウム板の厚みは実質的に変化しない。測定対象とする
金属端子用接着性フィルムのサイズが異なっていても、上記の測定ができれば、アルミニ
ウム板のサイズを変更しなくてもよい。
【００３２】
　なお、本発明の金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率は、ポリオレフィン骨格を有す
る樹脂層１０の積層構成、組成、融点、メルトマスフローレート（ＭＦＲ）、厚み、軟化
点や、樹脂層１０を形成する際の加熱温度、加熱速度、冷却温度、冷却速度、加工速度な
どによって調整することができる。
【００３３】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１全体のメルトマスフローレート（ＭＦＲ）として
は、特に制限されないが、電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点から
は、好ましくは１～１５程度、より好ましくは２～１２程度、さらに好ましくは２～１０
程度が挙げられる。金属端子用接着性フィルム１全体のメルトマスフローレート（ＭＦＲ
）は、ＪＩＳ　Ｋ７２１０－１（Ａ法：質量測定法）の規定に準拠した方法により、測定
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温度２３０℃、加重２．１６ｋｇをかけ、メルトインデクサーを用いて測定した値である
。
【００３４】
　また、本発明の金属端子用接着性フィルム１の流れ方向（ＭＤ）の熱収縮率（％）とし
ては、下限は、好ましくは約４０％以上、より好ましくは約５０％以上、さらに好ましく
は約７５％以上が挙げられ、上限は、好ましくは約９５％以下、より好ましくは約９０％
以下、さらに好ましくは約８５％以下が挙げられる。また、当該熱収縮率（％）の範囲と
しては、好ましくは、４０～９５％程度、４０～９０％程度、４０～８５％程度、５０～
９５％程度、５０～９０％程度、５０～８５％程度、７５～９５％程度、７５～９０％程
度、７５～８５％程度が挙げられる。ただし、本発明の金属端子用接着性フィルム１が、
後述の支持部材として繊維質シートなどを含む場合には、熱収縮率は、通常、これらの値
よりも小さくなる。当該熱収縮率（％）の測定方法は、以下の通りである。
【００３５】
（熱収縮率（％）の測定方法）
　金属端子用接着性フィルムを長さ５０ｍｍ（ＭＤ）×幅４ｍｍ（ＴＤ）のサイズに切り
出して試験片とする。次に、金尺にて試験片の長さＭ（ｍｍ）を計測する。次に、試験片
の長さ方向の端部（約１ｍｍ）を金網にテープで固定し、試験片を金網から吊るした状態
にする。この状態で、１９０℃に加熱されたオーブン内に１２０秒置いた後、試験片を金
網ごと取出して、室温（２５℃）環境で自然冷却する。次に、室温まで自然冷却した試験
片の長さＮ（ｍｍ）を金尺にて測定する。下の式により、金属端子用接着性フィルムの熱
収縮率を算出する。
熱収縮率（％）＝（１－（長さＮ／長さＭ））×１００
【００３６】
　なお、電池素子の封止時において、金属端子用接着性フィルムが金属端子と包装材料と
の間に挟持された状態でヒートシールされる場合には、ヒートシールに用いられる金属板
からの圧力によって、金属端子用接着性フィルムが寸法変化しない部分と、金属板からの
距離が離れているために圧力が加わらず、収縮する部分とが存在する。このとき、圧力が
加わらない部分についても、圧力が加わる部分に向かって適度に熱収縮することにより、
圧力が加わる部分の厚みが薄くなりすぎることを効果的に抑制することができる。一方、
金属端子用接着性フィルムの熱収縮が大き過ぎる場合には、金属端子の上に金属端子用接
着性フィルム１を設置し、ヒートシールに供される前の予熱段階などにおいて金属端子用
接着性フィルムが熱収縮によって動き、金属端子と金属端子用接着性フィルムとの位置関
係にずれが生じる虞がある。このため、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、前述の
適度な熱収縮率を備えていることが望ましい。
【００３７】
　なお、本発明の金属端子用接着性フィルムの熱収縮率は、ポリオレフィン骨格を有する
樹脂層１０の積層構成、組成、融点、メルトマスフローレート（ＭＦＲ）、厚みや、樹脂
層１０を形成する際の加熱温度、加熱速度、冷却温度、冷却速度、加工速度などによって
調整することができる。
【００３８】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１の一方側の表面粗さ（算術平均粗さＲａ）は、下
限については、好ましくは約０．５μｍ以上、より好ましくは約１μｍ以上、さらに好ま
しくは約５μｍ以上、さらに好ましくは約１０μｍ以上が挙げられ、上限については、好
ましくは約５０μｍ以下、より好ましくは約３０μｍ以下、さらに好ましくは約２０μｍ
以下、さらに好ましくは約１８μｍ以下が挙げられ、好ましい範囲としては、０．５～５
０μｍ程度、０．５～３０μｍ程度、０．５～２０μｍ程度、０．５～１８μｍ程度、１
～５０μｍ程度、１～３０μｍ程度、１～２０μｍ程度、１～１８μｍ程度、５～５０μ
ｍ程度、５～３０μｍ程度、５～２０μｍ程度、５～１８μｍ程度、１０～５０μｍ程度
、１０～３０μｍ程度、１０～２０μｍ程度、１０～１８μｍ程度が挙げられる。具体的
には、金属端子用接着性フィルム１の表層を構成している層において、外部に露出してい
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る表面の表面粗さが当該値を有することが好ましい。両側の表面粗さが当該値を有してい
てもよい。例えば、酸変性ポリプロピレン層１２が、金属端子用接着性フィルム１の少な
くとも片面側の表層を構成している場合であれば、酸変性ポリプロピレン層１２の表面粗
さが当該範囲にあることが好ましい。なお、金属端子用接着性フィルム１の表面粗さ（算
術平均粗さＲａ）は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２０１３に規定された方法により、金属端
子用接着性フィルムの表面について測定した値である。
【００３９】
（ポリプロピレン層１１）
　本発明において、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、ポリプロピレン層１１を含ん
でいることが好ましい。ポリプロピレン層１１は、ポリプロピレンにより構成された層で
ある。
【００４０】
　本発明において、ポリプロピレン層１１は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造
が観察されることが好ましい。ポリプロピレン層１１の断面（ＴＤに沿った断面）に海島
構造が観察されるとは、例えば図９に示される電子顕微鏡写真のように、海の部分と島の
部分とが観察されることをいう。図９は、「高分子ミクロ写真集　目で見る高分子　１．
分子集合の形と働き」（編者：社団法人高分子学会、発行者：山本格、発行所：株式会社
培風館、昭和６１年５月３０日初版発行）の第２９頁に「Ｃ」として示されている透過型
電子顕微鏡写真（スケールバーは５μｍ）である。ポリプロピレン層１１の断面に海島構
造は、図９のように、ポリプロピレン層の断面を四酸化オスミウム（ＯｓＯ4）染色して
電子顕微鏡写真を観察することによって確認することができる。なお、図９では海部分が
島部分よりも明るくなっているが測定方法、条件によっては、海部分が島部分よりも暗く
観える場合もある。何れにせよ、海部分と島部分が判別できれば海島構造における島の部
分の面積の割合は測定可能である。
【００４１】
　ポリプロピレン層１１の海島構造において、島の部分の面積の割合としては、特に制限
されないが、電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点からは、下限につ
いては、好ましくは約５％以上、より好ましくは約１０％以上、より好ましくは約２０％
以上、さらに好ましくは約２５％以上が挙げられ、上限については、好ましくは約５０％
以下、より好ましくは約４０％以下、さらに好ましくは約３５％以下が挙げられ、好まし
い範囲としては、５～５０％程度、５～４０％程度、５～３５％程度、１０～５０％程度
、１０～４０％程度、１０～３５％程度、２０～５０％程度、２０～４０％程度、２０～
３５％程度、２５～５０％程度、２５～４０％程度、２５～３５％程度が挙げられる。ポ
リプロピレン層１１の海島構造における島の部分の面積の割合の測定方法は、以下の通り
である。なお、島の部分の面積の割合が２％以下である場合、実質的に海島構造を有して
いないと評価される。
【００４２】
（海島構造における島の部分の面積の割合の測定方法）
　熱硬化性のエポキシ樹脂内に金属端子用接着性フィルムを包埋し硬化させる。市販品の
回転式ミクロトーム（例えば、ＬＥＩＣＡ製　ＥＭ　ＵＣ６）と、ガラスナイフを用いて
目的とする方向の断面（ＴＤに沿った断面）を作製する。包埋樹脂ごと四酸化ルテニウム
にて一晩染色する。染色すると、樹脂が膨張し断面付近では海島構造を確認できないため
、膨張部分をミクロトームでトリミングする。そして、１μｍから２μｍほどダイヤモン
ドナイフで切り進めた後の断面を観察する。染色した断面は、電界放出形走査型電子顕微
鏡（例えば、日立ハイテクノロジーズ社製　Ｓ－４８００　ＴＹＰＥ１，測定条件：３ｋ
Ｖ　２０ｍＡ　Ｈｉｇｈ　ＷＤ６ｍｍ　検出器（Ｕｐｐｅｒ））で観測して画像（倍率は
１００００倍）を取得する。次に、画像を二値化できる画像処理ソフト（例えば、三谷商
事製画像解析ソフトＷｉｎＲＯＯＦ（Ｖｅｒ７．４）を用い、当該画像について、海島構
造の島の部分と海の部分とを二値化して、島の部分の占める面積の割合（島の部分の合計
面積／画像の測定範囲の面積）を求める。具体的な画像処理の条件については、例えば実
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施例に記載の条件を採用する。
【００４３】
　ポリプロピレン層１１の断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察されることに
より、金属端子用接着性フィルムの優れた耐熱性を保持しつつ、耐寒強度が高められる。
また、電解液に接触した場合の金属端子との密着性も向上する。
【００４４】
　また、本発明において、ポリプロピレン層１１は、広角Ｘ線回折を測定すると、ポリプ
ロピレン結晶の回折図形から計算した０４０面に相当するピークの強度に対するポリプロ
ピレン結晶の１１０面に相当するピークの強度の比（０４０面のピーク強度／１１０面の
ピーク強度）が、０．５～１．５の範囲内になるポリプロピレンにより構成されているこ
とが好ましい。このようなポリプロピレン層１１は、例えば未延伸ポリプロピレンにより
構成されていることが好ましい。ポリプロピレン層１１が未延伸ポリプロピレンにより構
成されており、延伸ポリプロピレンにより構成されていないことは、ポリプロピレン層１
１を前記のＸ線回折法で分析することによって確認することができる。具体的には、未延
伸ポリプロピレンにより構成されているポリプロピレン層１１の広角Ｘ線回折を測定する
と、ポリプロピレン結晶の回折図形から計算した０４０面に相当するピークの強度に対す
るポリプロピレン結晶の１１０面に相当するピークの強度の比（０４０面のピーク強度／
１１０面のピーク強度）が、０．５～１．５の範囲内になり、延伸ポリプロピレンにより
構成されているポリプロピレン層は、この範囲外となる。
【００４５】
　なお、１１０面に相当するピークは、２θ＝１４°付近に現れ、０４０面に相当するピ
ークは、２θ＝１７°付近に現れる。広角Ｘ線回折による測定条件は、Ｓｏｌｌｅｒ／Ｐ
ＣＳ（入射平行スリットの開口角）：５．０ｄｅｇ、ＩＳ長手（長手制限スリットの長さ
）：１０．０ｍｍ、ＰＳＡ　ｏｐｅｎ（受光ＰＳＡの開口角はｏｐｅｎ）、Ｓｏｌｌｅｒ
（受光平行スリットの開口角）：５．０ｄｅｇ、２θ／θ：２～４０ｄｅｇ、ステップは
０．０４ｄｅｇとする。
【００４６】
　また、本発明において、ポリプロピレン層１１は、ポリプロピレン層をラマン分光法で
分析した場合に、約８０９ｃｍ-1に表れる結晶性のピーク強度の高さ「Ａ」と、約８４２
ｃｍ-1に表れる非晶性のピーク強度の高さ「Ｂ」の比（Ａ／Ｂ）が、１．６以下であるこ
とが好ましい。測定条件は、レーザー波長６３３ｎｍ、グレーティング６００ｇｒ／ｍｍ
、共焦点ホール１００μｍ、顕微鏡レンズ１０倍、露光時間１５ｓｅｃ、積算回数１回と
し、ポリプロピレン層１１のＭＤ（Ｍａｃｈｉｎｅ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）に平行な断面
に対して、ＭＤと入射レーザー偏光面が平行になるように、ラマンスペクトルを測定する
。また、７１０ｃｍ-1と９２５ｃｍ-1を結んだ直線をベースラインとした。解析条件は、
ベースライン補正をした際の、８０９ｃｍ-1と８４２ｃｍ-1におけるピーク高さを、ピー
ク強度として算出する。なお、上述した約８０９ｃｍ-1に表れる結晶性のピーク強度の高
さ「Ａ」とは、主鎖ＣＣ伸縮とＣＨ３変角振動のコンビネーションモードに帰属されるピ
ークである。また、約８４２ｃｍ-1に表れる非晶性のピーク強度の高さ「Ｂ」とは、ＣＨ
３変角振動モードに帰属されるピークである。このようなポリプロピレン層１１は、例え
ば未延伸ポリプロピレンにより構成されていることが好ましい。ポリプロピレン層１１が
未延伸ポリプロピレンにより構成されており、延伸ポリプロピレンにより構成されていな
いことは、ポリプロピレン層１１を前記のラマン分光法で分析することによって確認する
ことができる。具体的には、ポリプロピレン層をラマン分光法で分析した場合に、約８０
９ｃｍ-1に表れる結晶性のピーク強度の高さ「Ａ」と、約８４２ｃｍ-1に表れる非晶性の
ピーク強度の高さ「Ｂ」の比（Ａ／Ｂ）が、１．６以下である場合に、ポリプロピレン層
１１が未延伸ポリプロピレンにより構成されていると確認することができる。
【００４７】
　本発明において、ポリプロピレン層１１のＭＤの確認方法は、次の通りである。ポリプ
ロピレン層１１の長さ方向の断面と、当該長さ方向の断面と平行な方向から１０度ずつ角
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度を変更し、長さ方向の断面と垂直な方向までの各断面（合計１０の断面）について、そ
れぞれ、電子顕微鏡で観察して海島構造を確認する。次に、各断面において、それぞれ、
個々の島の形状を観察する。個々の島の形状について、ポリプロピレン層１１の厚み方向
とは垂直方向の最左端と、当該垂直方向の最右端とを結ぶ直線距離を径ｙとする。各断面
において、島の形状の当該径ｙが大きい順に上位２０個の径ｙの平均を算出する。島の形
状の当該径ｙの平均が最も大きかった断面と平行な方向をＭＤと判断する。
【００４８】
　ポリプロピレン層１１に含まれるポリプロピレンとしては、好ましくは、ホモポリプロ
ピレン、ポリプロピレンのブロックコポリマー（すなわち、ブロックポリプロピレンであ
り、例えば、プロピレンとエチレンのブロックコポリマー）、ポリプロピレンのランダム
コポリマー（すなわち、ランダムポリプロピレンであり、例えば、プロピレンとエチレン
のランダムコポリマー）等の結晶性又は非晶性のポリプロピレンが挙げられる。ポリプロ
ピレン層１１が前述の海島構造となる組成としては、例えば、ポリプロピレン層１１がポ
リプロピレンのブロックコポリマーを含有する組成、ポリプロピレンのブロックコポリマ
ーとポリプロピレンのランダムコポリマーとを含有する組成、ポリプロピレンのランダム
コポリマーを含有する組成、ホモポリプロピレンとランダムポリプロピレンとポリエチレ
ン成分を含む組成などが挙げられる。これらの中でも、ポリプロピレン層１１は、ブロッ
クポリプロピレン又はランダムポリプロピレンを含んでいることがより好ましく、ブロッ
クポリプロピレン又はランダムポリプロピレンにより構成されていることがさらに好まし
い。なお、ブロックポリプロピレン及びランダムポリプロピレンに含まれるプロピレンの
割合としては、それぞれ、好ましくは１０～９０質量％程度、より好ましくは３０～８０
質量％程度が挙げられる。
【００４９】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１において、ポリプロピレン層１１は、１層のみで
あってもよいし、２層以上であってもよい。また、ポリプロピレン層１１には、同一また
は異なるポリプロピレンにより構成された層が連続して複数積層されており、当該複数層
がポリプロピレン層１１を構成していてもよい。ポリプロピレン層１１は、ブロックポリ
プロピレン又はランダムポリプロピレンにより構成された層を含んでいることが好ましい
。
【００５０】
　ポリプロピレン層１１が単一の層により構成されている場合、ポリプロピレン層１１は
、ランダムポリプロピレンにより構成された層（ランダムポリプロピレン層）であるか、
ブロックポリプロピレンにより構成された層（ブロックポリプロピレン層）であることが
好ましい。また、ポリプロピレン層１１が複数層により構成されている場合の態様として
は、ランダムポリプロピレン層とブロックポリプロピレン層との積層体、ランダムポリプ
ロピレン層とランダムポリプロピレン層との積層体、ランダムポリプロピレン層と、ブロ
ックポリプロピレン層と、ランダムポリプロピレン層とがこの順に積層された積層体など
が好ましい。
【００５１】
　なお、本発明において、ポリプロピレンにより構成された層が連続して複数積層されて
いる場合には、これらの層をまとめてポリプロピレン層１１という。同様に、酸変性ポリ
プロピレンにより構成された層が連続して複数積層されている場合には、これらの層をま
とめて酸変性ポリプロピレン層１２という。
【００５２】
　ポリプロピレン層１１の厚さは、特に制限されないが、電解液に接触した場合の金属端
子との密着性を高める観点からは、下限は、好ましくは約１５μｍ以上、より好ましくは
約２０μｍ以上が挙げられ、上限は、好ましくは約１２０μｍ以下、より好ましくは約１
００μｍ以下、さらに好ましくは約８０μｍ以下、さらに好ましくは約７０μｍ以下が挙
げられ、好ましい範囲としては、１５～１２０μｍ程度、１５～１００μｍ程度、１５～
８０μｍ程度、１５～７０μｍ程度、２０～１２０μｍ程度、２０～１００μｍ程度、２
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０～８０μｍ程度、２０～７０μｍ程度が挙げられる。なお、機序の詳細は明らかではな
いが、酸変性ポリプロピレン層の厚さが大きすぎると、酸変性ポリプロピレン層の凝集破
壊が生じやすく、金属端子用接着性フィルムの密着性が低下しやすくなる傾向にある。
【００５３】
　電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点からは、金属端子用接着性フ
ィルム１において、ポリプロピレン層１１が金属端子用接着性フィルム１の厚みの約４０
％以上を占めることが好ましく、約４５％以上を占めることがさらに好ましく、上限とし
ては、ポリプロピレン層１１が金属端子用接着性フィルム１の厚みの約８５％以下を占め
ることが好ましく、約８０％以下を占めることがさらに好ましい。金属端子用接着性フィ
ルム１の厚みに占めるポリプロピレン層１１の厚みの好ましい範囲としては、４０～８５
％程度、４０～８０％程度、４５～８５％程度、４５～８０％程度が挙げられる。
【００５４】
　ポリプロピレン層１１の融解ピーク温度としては、金属端子用接着性フィルム１全体と
しての融解ピーク温度が前記の範囲内となれば特に制限されないが、電解液に接触した場
合の金属端子との密着性を高める観点からは、下限については、好ましくは約１２０℃以
上、より好ましくは約１３０℃以上、さらに好ましくは約１３５℃以上が挙げられ、上限
については、例えば１６５℃以下、好ましくは約１６０℃以下、より好ましくは約１５６
℃以下、さらに好ましくは約１５０℃以下、特に好ましくは１４８℃以下が挙げられ、好
ましい範囲としては、１２０～１６５℃程度、１２０～１６０℃程度、１２０～１５６℃
程度、１２０～１５０℃程度、１２０～１４８℃程度、１３０～１６５℃程度、１３０～
１６０℃程度、１３０～１５６℃程度、１３０～１５０℃程度、１３０～１４８℃程度、
１３５～１６５℃程度、１３５～１６０℃程度、１３５～１５６℃程度、１３５～１５０
℃程度、１３５～１４８℃程度が挙げられる。なお、本発明において、ポリプロピレン層
１１の融解ピーク温度は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定した値であり、昇温速
度を１０℃／ｍｉｎ、温度測定範囲を－５０～２００℃とし、サンプルパンとしてアルミ
ニウムパンを使用して測定される。
【００５５】
（酸変性ポリプロピレン層１２）
　本発明において、酸変性ポリプロピレン層１２は、酸変性ポリプロピレンにより構成さ
れた層である。酸変性ポリプロピレン層１２についても、断面を電子顕微鏡で観察した際
に海島構造が観察されることが好ましい。なお、酸変性ポリプロピレン層１２における海
島構造の確認方法は、前述のポリプロピレン層１１における確認方法と同様である。
【００５６】
　本発明において、ポリプロピレン層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２の少なくとも
一方について、前記の海島構造が観察されるものである場合、ポリオレフィン骨格を有す
る樹脂層１０は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察される層を含んでいる
。
【００５７】
　酸変性ポリプロピレン層１２の海島構造において、島の部分の面積の割合としては、特
に制限されないが、電解液に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点からは、好
ましくは１０～５０％程度、より好ましくは１５～４０％程度、さらに好ましくは２０～
４０％程度が挙げられる。酸変性ポリプロピレン層１２の海島構造における島の部分の面
積の割合の測定方法は、測定対象を酸変性ポリプロピレン層１２とすること以外は、前述
のポリプロピレン層１１における測定方法と同様である。なお、島の部分の面積の割合が
２％以下である場合、実質的に海島構造を有していないと評価される。
【００５８】
　酸変性ポリプロピレンとしては、酸変性されたポリプロピレンであれば特に制限されな
いが、好ましくは不飽和カルボン酸またはその無水物でグラフト変性されたポリプロピレ
ンが挙げられる。酸変性に使用される不飽和カルボン酸またはその無水物としては、例え
ば、マレイン酸、アクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、無水マレイン酸、無水イタコン
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酸等が挙げられ、これらの中でも無水マレイン酸が好ましい。
【００５９】
　酸変性されるポリプロピレンとしては、好ましくは、ホモポリプロピレン、ポリプロピ
レンのブロックコポリマー（すなわちブロックポリプロピレンであり、例えば、プロピレ
ンとエチレンのブロックコポリマー）、ポリプロピレンのランダムコポリマー（すなわち
ランダムポリプロピレンであり、例えば、プロピレンとエチレンのランダムコポリマー）
等の結晶性又は非晶性のポリプロピレンが挙げられる。これらの中でも、ポリプロピレン
のブロックコポリマーまたはポリプロピレンのランダムコポリマーを含んでいることが好
ましい。なお、酸変性されるポリプロピレンがランダムポリプロピレンである場合、酸変
性ポリプロピレンは、ランダムベースの酸変性ポリプロピレン（ランダムポリプロピレン
を骨格とする酸変性ポリプロピレン）となる。同様に、酸変性されるポリプロピレンがブ
ロックポリプロピレンである場合、酸変性ポリプロピレンは、ブロックベースの酸変性ポ
リプロピレン（ブロックポリプロピレンを骨格とする酸変性ポリプロピレン）となる。
【００６０】
　金属端子用接着性フィルムを赤外分光法で分析すると、無水マレイン酸に由来するピー
クが検出されることが好ましい。例えば、赤外分光法にて無水マレイン酸変性ポリプロピ
レンを測定すると、波数１７６０ｃｍ-1付近と波数１７８０ｃｍ-1付近に無水マレイン酸
由来のピークが検出される。例えば、酸変性ポリプロピレン層１２が酸変性ポリプロピレ
ンにより構成された層である場合、赤外分光法にて無水マレイン酸変性ポリプロピレンを
測定すると、波数１７６０ｃｍ-1付近と波数１７８０ｃｍ-1付近に無水マレイン酸由来の
ピークが検出される。なお、酸変性ポリプロピレン層１２が酸変性ポリプロピレンにより
構成された層であることは、赤外分光法、ガスクロマトグラフィー質量分析法などにより
分析可能であり、分析方法は特に問わない。ただし、酸変性度が低いとピークが小さくな
り検出されない場合がある。その場合は核磁気共鳴分光法にて分析可能である。
【００６１】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１において、酸変性ポリプロピレン層１２は、１層
のみであってもよいし、２層以上であってもよい。また、酸変性ポリプロピレン層１２に
は、同一または異なる酸変性ポリプロピレンにより構成された層が連続して複数積層され
ており、当該複数層が酸変性ポリプロピレン層１２を構成していてもよい。
【００６２】
　酸変性ポリプロピレン層１２の好ましい態様としては、無水マレイン酸変性ポリプロピ
レンにより構成された層が挙げられる。
【００６３】
　本発明の金属端子用接着性フィルムにおいて、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０
は、特に、ランダムベースの酸変性ポリプロピレン層１２と、ランダムポリプロピレン層
１１と、ランダムベースの酸変性ポリプロピレン層１２とがこの順に積層された積層構成
を有していることが好ましい。
【００６４】
　酸変性ポリプロピレン層１２の厚さは、特に制限されないが、電解液に接触した場合の
金属端子との密着性を高める観点からは、下限は、好ましくは約１０μｍ以上、さらに好
ましくは約１５μｍ以上が挙げられ、上限は、好ましくは約５０μｍ以下、より好ましく
は約４５μｍ以下、さらに好ましくは約３５μｍ以下が挙げられ、好ましい範囲としては
、１０～５０μｍ程度、１０～４５μｍ程度、１０～３５μｍ程度、１５～５０μｍ程度
、１５～４５μｍ程度、１５～３５μｍ程度が挙げられる。
【００６５】
　酸変性ポリプロピレン層１２の融解ピーク温度としては、特に制限されないが、電解液
に接触した場合の金属端子との密着性を高める観点からは、下限については、好ましくは
約１２０℃以上、より好ましくは約１３０℃以上、さらに好ましくは約１３５℃以上が挙
げられ、上限については、例えば１６５℃以下、好ましくは約１６０℃以下、より好まし
くは約１５６℃以下、さらに好ましくは約１５０℃以下、特に好ましくは１４８℃以下が



(16) JP 2020-161484 A 2020.10.1

10

20

30

40

50

挙げられ、好ましい範囲としては、１２０～１６５℃程度、１２０～１６０℃程度、１２
０～１５６℃程度、１２０～１５０℃程度、１２０～１４８℃程度、１３０～１６５℃程
度、１３０～１６０℃程度、１３０～１５６℃程度、１３０～１５０℃程度、１３０～１
４８℃程度、１３５～１６５℃程度、１３５～１６０℃程度、１３５～１５６℃程度、１
３５～１５０℃程度、１３５～１４８℃程度が挙げられる。なお、本発明において、酸変
性ポリプロピレン層１２の融解ピーク温度は、ポリプロピレン層１１の融解ピーク温度の
測定方法と同様にして測定された値である。
【００６６】
　金属端子用接着性フィルムのヒートシール時の潰れを抑制しつつ、シール強度を向上さ
せる観点から、本発明の金属端子用接着性フィルム１において、ポリプロピレン層１１の
軟化点と酸変性ポリプロピレン層１２の軟化点の差の絶対値としては、上限は、好ましく
は約４０℃以下、より好ましくは約３０℃以下、さらに好ましくは約２０℃以下が挙げら
れ、下限は、好ましくは約０℃以上、より好ましくは約５℃以上、さらに好ましくは約１
０℃以上が挙げられる。ポリプロピレン層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２の軟化点
は、次のようにして測定した値である。
【００６７】
　（軟化点の測定方法）
　走査型熱顕微鏡（Ａｎａｓｙｓ社製のＮａｎｏＴＡ）を用い、サーマルプローブのカン
チレバーのモデルはＥＸ－ＡＮ２－２００、昇温速度５℃／ｓの条件で測定された値であ
る。また、軟化点は、ピークトップ温度とした。
【００６８】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、必要に応じて、滑剤、酸化防止剤、紫外線吸
収剤、光安定剤などの各種添加剤を含んでいてもよい。なお、添加剤の種類、含有量など
によっては、金属端子用接着性フィルム１が変色することもある。
【００６９】
　金属端子用接着性フィルム１全体に含まれている滑剤の含有量としては、好ましくは０
～２０００ｐｐｍ程度が挙げられる。
【００７０】
（滑剤量の測定）
　金属端子用接着性フィルム１全体に含まれている滑剤の含有量は、ガスクロマトグラフ
質量分析計（ＧＣ－ＭＳ）を用いて測定した値である。具体的には、沸騰還流させたメタ
ノール中にて、金属端子用接着性フィルム内の添加剤をメタノール中に抽出し、得られた
メタノール抽出液を、ＧＣ－ＭＳで分析して、金属端子用接着性フィルム全体に含まれる
滑剤量を測定する。
【００７１】
　滑剤としては、特に制限されないが、好ましくはアミド系滑剤が挙げられる。アミド系
滑剤の具体例としては、例えば、飽和脂肪酸アミド、不飽和脂肪酸アミド、置換アミド、
メチロールアミド、飽和脂肪酸ビスアミド、不飽和脂肪酸ビスアミド、脂肪酸エステルア
ミド、芳香族ビスアミドなどが挙げられる。飽和脂肪酸アミドの具体例としては、ラウリ
ン酸アミド、パルミチン酸アミド、ステアリン酸アミド、ベヘン酸アミド、ヒドロキシス
テアリン酸アミドなどが挙げられる。不飽和脂肪酸アミドの具体例としては、オレイン酸
アミド、エルカ酸アミドなどが挙げられる。置換アミドの具体例としては、Ｎ－オレイル
パルミチン酸アミド、Ｎ－ステアリルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルオレイン酸ア
ミド、Ｎ－オレイルステアリン酸アミド、Ｎ－ステアリルエルカ酸アミドなどが挙げられ
る。また、メチロールアミドの具体例としては、メチロールステアリン酸アミドなどが挙
げられる。飽和脂肪酸ビスアミドの具体例としては、メチレンビスステアリン酸アミド、
エチレンビスカプリン酸アミド、エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビスステアリ
ン酸アミド、エチレンビスヒドロキシステアリン酸アミド、エチレンビスベヘン酸アミド
、ヘキサメチレンビスステアリン酸アミド、ヘキサメチレンビスベヘン酸アミド、ヘキサ
メチレンヒドロキシステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ'－ジステアリルアジピン酸アミド、Ｎ
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，Ｎ'－ジステアリルセバシン酸アミドなどが挙げられる。不飽和脂肪酸ビスアミドの具
体例としては、エチレンビスオレイン酸アミド、エチレンビスエルカ酸アミド、ヘキサメ
チレンビスオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ'－ジオレイルアジピン酸アミド、Ｎ，Ｎ'－ジオレ
イルセバシン酸アミドなどが挙げられる。脂肪酸エステルアミドの具体例としては、ステ
アロアミドエチルステアレートなどが挙げられる。また、芳香族ビスアミドの具体例とし
ては、ｍ－キシリレンビスステアリン酸アミド、ｍ－キシリレンビスヒドロキシステアリ
ン酸アミド、Ｎ，Ｎ'－ジステアリルイソフタル酸アミドなどが挙げられる。滑剤は、１
種類単独で使用してもよいし、２種類以上を組み合わせて使用してもよい。
【００７２】
　また、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、必要に応じて充填剤を含んでいてもよ
い。金属端子用接着性フィルム１が充填剤を含むことにより、充填剤がスペーサー（Ｓｐ
ａｃｅｒ）として機能するために、金属端子２と包装材料３のバリア層３３との間の短絡
をより一層効果的に抑制することが可能となる。充填剤の粒径としては、０．１～３５μ
ｍ程度、好ましくは５．０～３０μｍ程度、さらに好ましくは１０～２５μｍ程度の範囲
が挙げられる。また、金属端子用接着性フィルム１に充填剤を添加する場合、ポリオレフ
ィン骨格を有する樹脂層１０に含まれることが好ましく、充填剤の含有量としては、ポリ
オレフィン骨格を有する樹脂層１０を形成する樹脂成分１００質量部に対して、それぞれ
、５～３０質量部程度、より好ましくは１０～２０質量部程度が挙げられる。
【００７３】
　充填剤としては、無機系、有機系のいずれも用いることができる。無機系充填剤として
は、例えば、炭素（カーボン、グラファイト）、シリカ、酸化アルミニウム、チタン酸バ
リウム、酸化鉄、シリコンカーバイド、酸化ジルコニウム、珪酸ジルコニウム、酸化マグ
ネシウム、酸化チタン、アルミ酸カルシウム、水酸化カルシウム、水酸化アルミニウム、
水酸化マグネシウム、炭酸カルシウム等が挙げられる。また、有機系充填剤としては、例
えば、フッ素樹脂、フェノール樹脂、ユリア樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、ベンゾ
グアナミン・ホルムアルデヒド縮合物、メラミン・ホルムアルデヒド縮合物、ポリメタク
リル酸メチル架橋物、ポリエチレン架橋物等が挙げられる。形状の安定性、剛性、内容物
耐性の点から、酸化アルミニウム、シリカ、フッ素樹脂、アクリル樹脂、ベンゾグアナミ
ン・ホルムアルデヒド縮合物が好ましく、特にこの中でも球状の酸化アルミニウム、シリ
カがより好ましい。ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０を形成する樹脂成分への充填
剤の混合方法としては、予めバンバリーミキサー等で両者をメルトブレンドし、マスター
バッチ化したものを所定の混合比にする方法、樹脂成分との直接混合方法などを採用する
ことができる。
【００７４】
　また、金属端子用接着性フィルム１は、それぞれ、必要に応じて顔料を含んでいてもよ
い。顔料としては、無機系の各種顔料を用いることができる。顔料の具体例としては、上
記充填剤で例示した炭素（カーボン、グラファイト）や、酸化チタンなどが好ましく例示
できる。炭素（カーボン、グラファイト）は、一般に電池の内部に使用されている材料で
あり、電解液に対する溶出の虞がない。また、着色効果が大きく接着性を阻害しない程度
の添加量で充分な着色効果を得られると共に、熱で溶融することがなく、添加した樹脂の
見かけの溶融粘度を高くすることができる。さらに、熱接着時（シール時）に加圧部が薄
肉となることを防止して、シール強度の低下を防ぐことができる。
【００７５】
　金属端子用接着性フィルム１に顔料を添加する場合、ポリオレフィン骨格を有する樹脂
層１０に含まれることが好ましく、その添加量としては、たとえば、粒径が約０．０３μ
ｍのカーボンブラックを使用した場合、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０を形成す
る樹脂成分１００質量部に対して、それぞれ、０．０５～０．３質量部程度、好ましくは
０．１～０．２質量部程度が挙げられる。金属端子用接着性フィルム１に顔料を添加する
ことにより、金属端子用接着性フィルム１の有無をセンサーで検知可能なもの、または目
視で検査可能なものとすることができる。なお、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０
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が、ポリプロピレン層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２を有する場合であって、充填
剤と顔料とを添加する場合、１つの層に充填剤と顔料を添加してもよいが、金属端子用接
着性フィルム１の熱融着性を阻害しない観点からは、充填剤及び顔料は、例えば、ポリプ
ロピレン層１１及び酸変性ポリプロピレン層１２に分けて添加することが好ましい。
【００７６】
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０を用
意することによって製造することができる。例えば、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層
１０が、少なくとも１層のポリプロピレン層と、少なくとも１層の酸変性ポリプロピレン
層とを有する場合であれば、これらの層を積層することにより製造することができる。少
なくとも１層のポリプロピレン層と、少なくとも１層の酸変性ポリプロピレン層との積層
方法としては、特に制限されず、例えば、サーマルラミネート法、サンドイッチラミネー
ト法、押出しラミネート法などを用いて行うことができる。
【００７７】
［支持部材］
　図示を省略するが、本発明の金属端子用接着性フィルム１は、ポリオレフィン骨格を有
する樹脂層１０に加えて、さらに、支持部材を有していてもよい。支持部材は、金属端子
用接着性フィルム１の支持体として機能する層である。
【００７８】
　支持部材としては、例えば、繊維質シートが挙げられる。また、繊維質シートとしては
、不織布、メッシュ、織物等が挙げられる。繊維質シートは、１種類単独で使用してもよ
いし、２種類以上を組み合わせて使用してもよい。
【００７９】
　不織布を形成する繊維としては、特に制限されず、セルロース、羊毛、絹、綿、麻など
の天然繊維や、ガラス繊維、炭素繊維、岩石繊維、さらには、ポリエステル、芳香族ポリ
エステル系樹脂（液晶ポリマー）、ポリアミド、ポリイミド、ポリメチルペンテン、ポリ
アリレート、ポリフェニレンオキサイド、ポリサルホン、ポリエーテルエーテルケトン、
ポリフェニレンサルファイドなどの耐熱性合成樹脂を繊維化した化学繊維などが挙げられ
る。これらの中でも、耐熱性が高く、電解液性の高いポリアリレートが好ましい。
【００８０】
　繊維質シートは、繊維径が１．９～１８．２μｍの範囲内にある繊維により形成されて
いることが好ましい。繊維質シートは、単一の繊維径を有する繊維により形成されていて
もよいし、複数種類の繊維径を有する繊維の混合物であってもよい。
【００８１】
　支持部材の厚さについては、特に制限されず、好ましくは２０～８０μｍ程度、より好
ましくは３５～７０μｍ程度が挙げられる。支持部材が繊維質シートにより形成されてい
る場合、支持部材の目付としては、好ましくは５～３０ｇ／ｍ2程度、より好ましくは１
０～２０ｇ／ｍ2程度が挙げられる。
【００８２】
　支持部材を用いる場合、支持部材と、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０とを積層
することによって、本発明の金属端子用接着性フィルム１を製造することができる。例え
ば、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０を構成する樹脂が溶融した状態で、支持部材
と積層することによって、ポリオレフィン骨格を有する樹脂層１０と支持部材とを密着さ
せることができる。支持部材が繊維質シートである場合には、ポリオレフィン骨格を有す
る樹脂層１０を構成する樹脂が溶融した状態で、支持部材に含浸させることもできる。
【００８３】
　金属端子用接着性フィルム１を金属端子２と包装材料３との間に介在させる方法として
は、特に制限されず、例えば、図１～３に示すように、金属端子２が包装材料３によって
挟持される部分において、金属端子２に金属端子用接着性フィルム１を巻き付けてもよい
。また、図示を省略するが、金属端子２が包装材料３によって挟持される部分において、
金属端子用接着性フィルム１が２つの金属端子２を横断するようにして、金属端子２の両
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面側に配置してもよい。
【００８４】
［金属端子２］
　本発明の金属端子用接着性フィルム１は、金属端子２と包装材料３との間に介在させて
使用される。金属端子２（タブ）は、電池素子４の電極（正極または負極）に電気的に接
続される部材であり、金属材料により構成されている。金属端子２を構成する金属材料と
しては、特に制限されず、例えば、アルミニウム、ニッケル、銅などが挙げられる。例え
ば、リチウムイオン電池の正極に接続される金属端子２は、通常、アルミニウムなどによ
り構成されている。また、リチウムイオン電池の負極に接続される金属端子は、通常、銅
、ニッケルなどにより構成されている。
【００８５】
　金属端子２の表面は、耐電解液性を高める観点から、化成処理が施されていることが好
ましい。例えば、金属端子２がアルミニウムにより形成されている場合、化成処理の具体
例としては、リン酸塩、クロム酸塩、フッ化物、トリアジンチオール化合物などの耐酸性
皮膜を形成する公知の方法が挙げられる。耐酸性皮膜を形成する方法の中でも、フェノー
ル樹脂、フッ化クロム（ＩＩＩ）化合物、リン酸の３成分から構成されたものを用いるリ
ン酸クロメート処理が好適である。
【００８６】
　金属端子２の大きさは、使用される電池の大きさなどに応じて適宜設定すればよい。金
属端子２の厚さとしては、好ましくは５０～１０００μｍ程度、より好ましくは７０～８
００μｍ程度が挙げられる。また、金属端子２の長さとしては、好ましくは１～２００ｍ
ｍ程度、より好ましくは３～１５０ｍｍ程度が挙げられる。また、金属端子２の幅として
は、好ましくは１～２００ｍｍ程度、より好ましくは３～１５０ｍｍ程度が挙げられる。
【００８７】
［接着性フィルム付き金属端子］
　本発明の接着性フィルム付き金属端子は、金属端子２と、金属端子２の一部を被覆して
いる金属端子用接着性フィルム１とを備える。前記の通り、金属端子用接着性フィルムは
、金属端子２と包装材料３との間に介在させて使用される。本発明の接着性フィルム付き
金属端子においては、予め金属端子２の一部が金属端子用接着性フィルム１で被覆されて
いる。金属端子２を金属端子用接着性フィルム１で被覆する部分は、金属端子２が包装材
料３によって挟持される部分に対応する位置とする。金属端子用接着性フィルム１は、金
属端子２に巻き付けられていることが好ましい。
【００８８】
［包装材料３］
　包装材料３としては、少なくとも、基材層３１、バリア層３３、及び熱融着性樹脂層３
４をこの順に有する積層シートからなる積層構造を有するものが挙げられる。図６に、包
装材料３の断面構造の一例として、基材層３１、接着剤層３２、バリア層３３、接着層３
５、及び熱融着性樹脂層３４がこの順に積層されている態様について示す。接着剤層３２
は、基材層３１とバリア層３３との密着性を高めることなどを目的として、必要に応じて
設けられる層である。また、接着層３５は、バリア層３３と熱融着性樹脂層３４の密着性
を高めることなどを目的として、必要に応じて設けられる層である。
【００８９】
　包装材料３においては、基材層３１が最外層側になり、熱融着性樹脂層３４が最内層に
なる。電池の組み立て時に、電池素子４の周縁に位置する熱融着性樹脂層３４同士を接面
させて熱融着することにより電池素子４が密封され、電池素子４が封止される。なお、図
１～３には、エンボス成形などによって成形されたエンボスタイプの包装材料３を用いた
場合の電池４０を図示しているが、包装材料３は成形されていないパウチタイプであって
もよい。なお、パウチタイプには、三方シール、四方シール、ピロータイプなどが存在す
るが、何れのタイプであってもよい。
【００９０】
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［基材層３１］
　包装材料３において、基材層３１は、包装材料の基材として機能する層であり、最外層
側を形成する層である。
【００９１】
　基材層３１を形成する素材については、絶縁性を備えるものであることを限度として特
に制限されるものではない。基材層３１を形成する素材としては、例えば、ポリエステル
、ポリアミド、ポリオレフィン、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、フッ素樹脂、ポリウレタ
ン、珪素樹脂、フェノール樹脂、ポリエーテルイミド、ポリイミド、及びこれらの混合物
や共重合物等が挙げられる。
【００９２】
　基材層３１の厚さについては、例えば、１０～５０μｍ程度、好ましくは１５～３０μ
ｍ程度が挙げられる。
【００９３】
［接着剤層３２］
　包装材料３において、接着剤層３２は、基材層３１に密着性を付与させるために、基材
層３１上に必要に応じて配置される層である。即ち、接着剤層３２は、基材層３１とバリ
ア層３３の間に必要に応じて設けられる。
【００９４】
　接着剤層３２は、基材層３１とバリア層３３とを接着可能である接着剤によって形成さ
れる。接着剤層３２の形成に使用される接着剤は、２液硬化型接着剤であってもよく、ま
た１液硬化型接着剤であってもよい。また、接着剤層３２の形成に使用される接着剤につ
いても、特に制限されず、化学反応型、溶剤揮発型、熱溶融型、熱圧型等のいずれであっ
てもよい。
【００９５】
　接着剤層３２の厚さについては、例えば、２～５０μｍ程度、好ましくは３～２５μｍ
程度が挙げられる。
【００９６】
［バリア層３３］
　包装材料において、バリア層３３は、電池用包装材料の強度向上の他、電池内部に水蒸
気、酸素、光などが侵入することを防止する機能を有する層である。バリア層３３を構成
する金属としては、具体的には、アルミニウム、ステンレス、チタンなどが挙げられ、好
ましくはアルミニウムが挙げられる。バリア層３３は、例えば、金属箔や金属蒸着膜、無
機酸化物蒸着膜、炭素含有無機酸化物蒸着膜、これらの蒸着膜を設けたフィルムなどによ
り形成することができ、金属箔により形成することが好ましく、アルミニウム合金箔によ
り形成することがさらに好ましい。電池用包装材料の製造時に、バリア層３３にしわやピ
ンホールが発生することを防止する観点からは、バリア層は、例えば、焼きなまし処理済
みのアルミニウム（ＪＩＳ　Ｈ４１６０：１９９４　Ａ８０２１Ｈ－Ｏ、ＪＩＳ　Ｈ４１
６０：１９９４　Ａ８０７９Ｈ－Ｏ、ＪＩＳ　Ｈ４０００：２０１４　Ａ８０２１Ｐ－Ｏ
、ＪＩＳ　Ｈ４０００：２０１４　Ａ８０７９Ｐ－Ｏ）など軟質アルミニウム合金箔によ
り形成することがより好ましい。
【００９７】
　バリア層３３の少なくとも一方の表面には、耐腐性皮膜が設けられていてもよい。
【００９８】
　バリア層３３の厚みは、水蒸気などのバリア層としての機能を発揮すれば特に制限され
ないが、例えば、１０～５０μｍ程度、好ましくは１０～４０μｍ程度とすることができ
る。
【００９９】
［接着層３５］
　包装材料３において、接着層３５は、熱融着性樹脂層３４を強固に接着させるために、
バリア層３３と熱融着性樹脂層３４の間に、必要に応じて設けられる層である。
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【０１００】
　接着層３５は、バリア層３３と熱融着性樹脂層３４を接着可能である接着剤によって形
成される。接着層の形成に使用される接着剤の組成については、特に制限されないが、例
えば、酸変性ポリオレフィンを含む樹脂組成物が挙げられる。酸変性ポリオレフィンとし
ては、例えば、酸変性ポリプロピレン層１２で記載したものと同じものが例示できる。ま
た、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエ
チレン等のポリエチレンなどが、不飽和カルボン酸またはその無水物（例えば酸変性ポリ
プロピレン層１２で例示したもの）で酸変性されたものも例示できる。
【０１０１】
　接着層３５の厚さについては、例えば、１～４０μｍ程度、好ましくは２～３０μｍ程
度が挙げられる。
【０１０２】
［熱融着性樹脂層３４］
　包装材料３において、熱融着性樹脂層３４は、最内層に該当し、電池の組み立て時に熱
融着性樹脂層同士が熱融着して電池素子を密封する層である。
【０１０３】
　熱融着性樹脂層３４に使用される樹脂成分については、熱融着可能であることを限度と
して特に制限されないが、例えば、ポリオレフィン、酸変性ポリオレフィンが挙げられる
。
【０１０４】
　前記ポリオレフィンとしては、ポリプロピレン層１１で例示したものと同じものや、低
密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン
等のポリエチレンなどが挙げられる。また、酸変性ポリオレフィンとしては、接着層３５
で記載したものと同じものが挙げられる。
【０１０５】
　また、熱融着性樹脂層３４の厚さとしては、特に制限されないが、好ましくは２～２０
００μｍ程度、より好ましくは５～１０００μｍ程度、さらに好ましくは１０～５００μ
ｍ程度が挙げられる。
【０１０６】
２．電池４０
　本発明の電池４０は、少なくとも、正極、負極、及び電解質を備えた電池素子４と、当
該電池素子４を封止する包装材料３と、正極及び負極のそれぞれに電気的に接続され、包
装材料３の外側に突出した金属端子２とを備えている。本発明の電池４０においては、金
属端子２と包装材料３との間に、本発明の金属端子用接着性フィルム１が介在されること
を特徴とする。
【０１０７】
　具体的には、少なくとも正極、負極、及び電解質を備えた電池素子４を、包装材料３で
、正極及び負極の各々に接続された金属端子２が外側に突出させた状態で、本発明の金属
端子用接着性フィルム１を金属端子２と熱融着性樹脂層３４との間に介在させ、電池素子
４の周縁に包装材料のフランジ部（熱融着性樹脂層３４同士が接触する領域であり、包装
材料の周縁部３ａ）が形成できるようにして被覆し、フランジ部の熱融着性樹脂層３４同
士をヒートシールして密封させることによって、包装材料３を使用した電池４０が提供さ
れる。なお、包装材料３を用いて電池素子４を収容する場合、包装材料３の熱融着性樹脂
層３４が内側（電池素子４と接する面）になるようにして用いられる。
【０１０８】
　本発明の電池は、一次電池、二次電池のいずれであってもよいが、好ましくは二次電池
である。二次電池の種類については、特に制限されず、例えば、リチウムイオン電池、リ
チウムイオンポリマー電池、鉛蓄電池、ニッケル・水素蓄電池、ニッケル・カドミウム蓄
電池、ニッケル・鉄蓄電池、ニッケル・亜鉛蓄電池、酸化銀・亜鉛蓄電池、金属空気電池
、多価カチオン電池、コンデンサー、キャパシター等が挙げられる。これらの二次電池の
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中でも、好ましくは、リチウムイオン電池及びリチウムイオンポリマー電池が挙げられる
。
【０１０９】
　なお、電池を構成している包装材料、金属端子、及び金属端子用接着性フィルムの、包
装材料と金属端子用接着性フィルムと金属端子が積層されている部分の厚さを測定した場
合、包装材料の好ましい厚さとしては１０～６５μｍ程度が挙げられ、金属端子の厚さと
しては５０～１０００μｍ程度が挙げられ、金属端子用接着性フィルムの好ましい厚さと
しては３０～８０μｍ程度が挙げられ、包装材料の好ましい厚さと金属端子用接着性フィ
ルムの好ましい厚さの合計としては、４０～１４５μｍ程度が挙げられる。
【実施例】
【０１１０】
　以下に実施例及び比較例を示して本発明を詳細に説明する。但し、本発明は実施例に限
定されるものではない。なお、以下の融解ピーク温度の測定では、測定値の小数点第一位
を四捨五入した。また、以下の電解液浸漬後のシール強度の測定、熱収縮率の測定、金属
端子用接着性フィルムの厚さ残存率の測定、表面粗さ（算術平均粗さＲａ）の測定、及び
海島構造における島の部分の面積の割合の測定では、それぞれ、測定値の小数点第二位を
四捨五入した。
【０１１１】
　実施例及び比較例において、融解ピーク温度の測定、熱収縮率の測定、電解液浸漬後の
シール強度の測定、厚さ残存率の測定、耐電解液性及び海島構造における島の部分の面積
の割合の測定の評価は、以下のようにして行った。それぞれの結果は、表１、及び表２に
示す。
【０１１２】
（融解ピーク温度の測定）
　示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて金属端子用接着性フィルムを測定した。装置として
は、島津製作所の「ＤＳＣ－６０　Ｐｌｕｓ」を用いた。また、測定条件は、昇温速度を
１０℃／ｍｉｎ、温度測定範囲を－５０～２００℃とし、サンプルパンとしてアルミニウ
ムパンを使用した。
【０１１３】
（熱収縮率の測定）
　金属端子用接着性フィルムを長さ５０ｍｍ（ＭＤ）×幅４ｍｍ（ＴＤ）のサイズに切り
出して試験片とした。次に、金尺にて試験片の長さＭ（ｍｍ）を計測した。次に、試験片
の長さ方向の端部（約１ｍｍ）を金網にテープで固定し、試験片を金網から吊るした状態
にした。この状態で、１９０℃に加熱されたオーブン内に１２０秒置いた後、試験片を金
網ごと取出して、室温（２５℃）環境で自然冷却した。次に、室温まで自然冷却した試験
片の長さＮ（ｍｍ）を金尺にて測定した。以下の式により、金属端子用接着性フィルムの
熱収縮率を算出した。
熱収縮率（％）＝（１－（長さＮ／長さＭ））×１００
【０１１４】
（耐電解液性の評価）
　金属端子用接着性フィルムを１５ｍｍ（ＭＤ）×１００ｍｍ（ＴＤ）のサイズに切り出
して試験片とした。次に、試験片を電解液（１Ｍ　ＬｉＰＦ6の溶液（エチレンカーボネ
ート：ジメチルカーボネート：ジエチルカーボネート＝１：１：１、体積比）に浸漬し、
８５℃のオーブン内で２４時間保管した。次に、試験片を取り出し、水で洗浄した後、試
験片を目視で観察した。試験片の層間が剥離していなかった場合を「Ａ」とし、試験片の
層間が剥離していた場合を「Ｃ」とした。
【０１１５】
（電解液浸漬後のシール強度の測定）
　金属端子用接着性フィルム１を長さ５０ｍｍ（ＭＤ）×幅１０ｍｍ（ＴＤ）のサイズに
切り出した。また、金属端子２（アルミニウム板、長さ６０ｍｍ、幅２２．５ｍｍ、厚み
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０．３ｍｍ）を用意した。次に、図７の模式図に示すように、ホットプレート２５の上に
、厚さ２ｍｍのアルミニウム板２４を載せ、さらにその上に金属端子２を載せた。次に、
ホットプレート２５を加熱することにより、金属端子２を１９０℃に加熱した。次に、図
７に示すように、真鍮製ブロック２１とシリコーンゴム２２とテフロン（登録商標）クロ
ス２３の積層体を用いて、金属端子２の上に、面圧０．００８２ＭＰａ、１０秒間の条件
で、金属端子用接着性フィルム１を押しつけることにより、金属端子２の表面に金属端子
用接着性フィルム１を熱融着させて積層体を得た。次に、積層体を電解液（１Ｍ　ＬｉＰ
Ｆ6の溶液（エチレンカーボネート：ジメチルカーボネート：ジエチルカーボネート＝１
：１：１の体積比、水分１０００ｐｐｍ）に浸漬し、８５℃のオーブン内で７２時間保管
した。次に、電解液から積層体を取り出し水洗し乾燥させた。その後、図８の模式図に示
すように、得られた積層体の金属端子２から、金属端子用接着性フィルム１を、引張速度
１７５ｍｍ／ｍｉｍで長さ方向（ＭＤ）に剥離して、電解液浸漬後のシール強度（Ｎ／１
０ｍｍ）を測定した。結果を表１に示す。
【０１１６】
（金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率の測定）
　長さ６０ｍｍ、幅２５ｍｍ、厚さ１００μｍのアルミニウム板（純アルミニウム系、Ｊ
ＩＳ　Ｈ４１６０－１９９４　Ａ１Ｎ３０Ｈ－Ｏ）と、長さ７０ｍｍ、幅５ｍｍの前記金
属端子用接着性フィルムを用意した。次に、金属端子用接着性フィルムの厚さＡ（μｍ）
をマイクロゲージで測定した。次に、アルミニウム板及び金属端子用接着性フィルムの長
さ方向及び幅方向が一致するようにして、アルミニウム板の中心部分に金属端子用接着性
フィルムを重ねた。さらに、金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２μｍのポリエチレ
ンテレフタレートフィルムを配置する。次に、アルミニウム板の長さよりも長く、幅７ｍ
ｍの金属板を２枚用意し、次に、金属端子用接着性フィルムの全面を覆うようにして、金
属端子用接着性フィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７ＭＰａ、時間３秒間の
条件で、加熱及び加圧を行い、ポリエチレンテレフタレートフィルムを積層体から剥し、
アルミニウム板と金属端子用接着性フィルムの積層体を得た。次に、当該積層体の加熱及
び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）をマイクロゲージで測定した。以下の式によって
、金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出した。このとき、厚さＢは、積層体の中
心部１箇所と、積層体の長さ方向の両端部（アルミニウム板と金属端子用接着性フィルム
とが積層されている部分の両端部）から前記中心部に向かって１０ｍｍの２箇所の合計３
箇所の平均値とした。
金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
【０１１７】
＜海島構造における島の部分の面積の割合の測定方法＞
　熱硬化性のエポキシ樹脂内に金属端子用接着性フィルムを包埋し硬化させた。市販品の
回転式ミクロトーム（ＬＥＩＣＡ製　ＥＭ　ＵＣ６）と、ガラスナイフを用いて目的とす
る方向の断面（ＴＤに沿った断面）を作製する。包埋樹脂ごと四酸化ルテニウムにて一晩
染色した。染色すると、樹脂が膨張し断面付近では海島構造を確認できないため、膨張部
分をミクロトームでトリミングした。そして、１μｍから２μｍほどダイヤモンドナイフ
で切り進めた後の断面を観察した。染色した断面について、電界放出形走査型電子顕微鏡
（日立ハイテクノロジーズ社製　Ｓ－４８００　ＴＹＰＥ１，測定条件：３ｋＶ　２０ｍ
Ａ　Ｈｉｇｈ　ＷＤ６ｍｍ　検出器（Ｕｐｐｅｒ））で観測して画像（倍率は１００００
倍）を取得した。次に、画像を二値化できる画像処理ソフト（三谷商事製画像解析ソフト
ＷｉｎＲＯＯＦ（Ｖｅｒ７．４）を用い、当該画像について、海島構造の島の部分と海の
部分とを二値化して、島の部分の占める面積の割合（島の部分の合計面積／画像の測定範
囲の面積）を求めた。具体的な画像処理の条件は、以下の通りである。なお、本測定では
、島部分が海部分よりも染色されたため、島部分が海部分よりも明るく観察された。
［画像処理条件］
３×３ｐｉｘ　平均化
二値化：自動二値化
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孤立点除去：１画素から成り立っている物体または背景を除去する。
削除：形状特徴値、または、濃度特徴値を求めて粒子を削除（０．００５μｍ2の面積を
ノイズとして認識）
【０１１８】
＜表面粗さ（算術平均粗さＲａ）の測定方法＞
　ＪＩＳ　Ｂ　０６０１：２０１３に規定された方法により、金属端子用接着性フィルム
の一方側の表面について、算術平均粗さＲａを測定した。
【０１１９】
＜金属端子用接着性フィルムの製造＞
（実施例１）
　ポリプロピレン層として、ブロックポリプロピレン層（６０μｍ、融解ピーク温度１２
１℃、１５９℃）の未延伸ポリプロピレンフィルム（ＣＰＰ）を用意した。次に、この未
延伸ポリプロピレンフィルムの両面に、それぞれ、ブロックベースの無水マレイン酸変性
ポリプロピレン（２０μｍ、融解ピーク温度１５７℃）を押出しラミネート法により積層
して、酸変性ポリプロピレン層（２０μｍ）／ポリプロピレン層（６０μｍ）／酸変性ポ
リプロピレン層（２０μｍ）が順に積層された金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２０】
（実施例２）
　ポリプロピレン層として、ランダムポリプロピレン層（４μｍ）／ブロックポリプロピ
レン層（２２μｍ）／ランダムポリプロピレン層（４μｍ）が順に積層されている３層構
成の未延伸ポリプロピレンフィルム（ＣＰＰ，合計厚さ３０μｍ、融解ピーク温度１５５
℃）を用意した。次に、未延伸ポリプロピレンフィルムの両面に、それぞれ、ブロックベ
ースの無水マレイン酸変性ポリプロピレン（１６μｍ、融解ピーク温度１５７℃）を押出
しラミネート法により積層して、酸変性ポリプロピレン層（１６μｍ）／ポリプロピレン
層（３０μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（１６μｍ）が順に積層された金属端子用接着
性フィルムを製造した。
【０１２１】
（実施例３）
　液晶ポリマー製不織布（目付１４ｇ／ｍ2）を用意した。次に、液晶ポリマー製不織布
の両面に、それぞれ、ランダムベースの無水マレイン酸変性ポリプロピレン（４４μｍ、
融解ピーク温度１４０℃）を押出しラミネート法により積層して、酸変性ポリプロピレン
層（４４μｍ）／液晶ポリマー製不織布（目付１４ｇ／ｍ2）／酸変性ポリプロピレン層
（４４μｍ）が順に積層された金属端子用接着性フィルム（総厚１００μｍ）を製造した
。
【０１２２】
（実施例４）
　ポリプロピレン層として、ブロックポリプロピレン層（８０μｍ、融解ピーク温度１２
１℃、１５９℃、未延伸ポリプロピレンフィルム（ＣＰＰ））を用意した。次に、この未
延伸ポリプロピレンフィルムの両面に、それぞれ、ブロックベースの無水マレイン酸変性
ポリプロピレン（３５μｍ、融解ピーク温度１４０℃）を押出しラミネート法により積層
して、酸変性ポリプロピレン層（３５μｍ）／ポリプロピレン層（８０μｍ）／酸変性ポ
リプロピレン層（３５μｍ）が順に積層された金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２３】
（実施例５）
　ランダムベースの酸変性ポリプロピレン（融解ピーク温度１４０℃）とランダムポリプ
ロピレン（融解ピーク温度１４２℃）を、Ｔダイ型の製膜機を用いて、酸変性ポリプロピ
レン層（２５μｍ）／ポリプロピレン層（１００μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（２５
μｍ）が順に積層されるようにして共押出して、金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２４】
（実施例６）
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　ランダムベースの酸変性ポリプロピレン（融解ピーク温度１３５℃）とランダムポリプ
ロピレン（融解ピーク温度１４２℃）を、Ｔダイ型の製膜機を用いて、酸変性ポリプロピ
レン層（２５μｍ）／ポリプロピレン層（１００μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（２５
μｍ）が順に積層されるようにして共押出して、金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２５】
（実施例７）
　ランダムベースの酸変性ポリプロピレン（融解ピーク温度１４０℃）とホモポリプロピ
レン（融解ピーク温度１６０℃）を、Ｔダイ型の製膜機を用いて、酸変性ポリプロピレン
層（２５μｍ）／ホモポリプロピレン層（１００μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（２５
μｍ）が順に積層されるようにして共押出して、金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２６】
（実施例８）
　酸変性ポリプロピレン（融解ピーク温度１４０℃）とブロックポリプロピレン（融解ピ
ーク温度１６４℃）を、Ｔダイ型の製膜機を用いて、酸変性ポリプロピレン層（３５μｍ
）／ポリプロピレン層（８０μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（３５μｍ）が順に積層さ
れるようにして共押出して、金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２７】
（比較例１）
　ポリプロピレン層として、延伸ポリプロピレンフィルム（ＯＰＰ，ホモポリプロピレン
、厚さ５０μｍ、融解ピーク温度１６５℃）を用意した。次に、延伸ポリプロピレンフィ
ルムの両面に、それぞれ、ブロックベースの無水マレイン酸変性ポリプロピレン（融解ピ
ーク温度１５７℃）を押出しラミネート法により積層して、酸変性ポリプロピレン層（２
５μｍ）／ポリプロピレン層（５０μｍ）／酸変性ポリプロピレン層（２５μｍ）が順に
積層された金属端子用接着性フィルムを製造した。
【０１２８】
（包装材料の製造）
　フェノール樹脂、フッ化クロム（三価）化合物、リン酸の３成分からなる化成処理液で
両面を化成処理（リン酸クロメート処理）したアルミニウム箔（厚み４０μｍ）を用意し
た。次に、このアルミニウム箔の一方の面と、二軸延伸ナイロンフィルム（厚み２５μｍ
）とをウレタン系接着剤を介して積層した。次に、アルミニウム箔の他方の面と、未延伸
ポリプロピレンフィルム（厚み３０μｍ）とを酸変性ポリプロピレン樹脂（厚み１５μｍ
、不飽和カルボン酸でグラフト変性したポリプロピレン）でサンドイッチラミネートする
と共に、熱風により酸変性ポリプロピレン樹脂の軟化点以上の温度に加熱して、二軸延伸
ナイロンフィルム（２５μｍ）／アルミニウム箔（厚み４０μｍ）／酸変性ポリプロピレ
ン樹脂（厚み１５μｍ）／未延伸ポリプロピレンフィルム（１５μｍ）が順に積層された
包装材料を製造した。
【０１２９】
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【表１】

【０１３０】
【表２】

【０１３１】
　表１及び表２において、ＰＰはポリプロピレン、ＰＰａは酸変性ポリプロピレンを意味
する。また、表１において、融解ピーク温度として複数の値が示されている場合、金属端
子用接着性フィルムに複数の融解ピークが観察されたことを意味しており、例えば、実施
例１では、融解ピーク温度として１２１℃、１５７℃、及び１５９℃が観察された。
【０１３２】
　表１に示されるように、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂層を備えて
おり、金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、１２０℃以上１５
６℃以下の範囲に融解ピークが観察される実施例１～９の金属端子用接着性フィルムは、
いずれも、耐電解液性に優れ、さらに、電解液浸漬後のシール強度（すなわち電解液浸漬
後の密着性）が高かった。
【符号の説明】
【０１３３】
１　金属端子用接着性フィルム
２　金属端子
３　包装材料
３ａ　包装材料の周縁部
４　電池素子
１０　ポリオレフィン骨格を有する樹脂層
１１　ポリプロピレン層
１２　酸変性ポリプロピレン層
２１　真鍮製ブロック
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２２　シリコーンゴム
２３　テフロン（登録商標）クロス
２４　アルミニウム板
２５　ホットプレート
３１　基材層
３２　接着剤層
３３　バリア層
３４　熱融着性樹脂層
３５　接着層
４０　電池

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【手続補正書】
【提出日】令和2年5月14日(2020.5.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記酸変性ポリプロピレン層の厚さは、１０μｍ以上であり、
　前記酸変性ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され
、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項２】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、



(29) JP 2020-161484 A 2020.10.1

　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層及びポリプロピレ
ン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記ポリプロピレン層の厚さは、１５μｍ以上であり、
　前記酸変性ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され
、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項３】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さは、４０μｍ以上であり、
　前記酸変性ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され
、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項４】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層と、不織布とを備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記酸変性ポリプロピレン層の厚さは、１０μｍ以上であり、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項５】
　前記酸変性ポリプロピレン層の海島構造において、島の部分の面積の割合は、１０％以
上５０％以下である、請求項１～４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項６】
　以下の測定方法で測定される、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率が、４０％
以上である、請求項１～５のいずれか１項に記載の金属端子用接着性フィルム。
　厚さ１００μｍのアルミニウム板と、前記金属端子用接着性フィルムを用意する。
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さＡ（μｍ）を測定する。
　前記アルミニウム板及び前記金属端子用接着性フィルムの長さ方向及び幅方向が一致す
るようにして、前記アルミニウム板の中心部分に前記金属端子用接着性フィルムを重ねる
。さらに、前記金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２μｍのポリエチレンテレフタレ
ートフィルムを配置する。
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　前記アルミニウム板の長さより長く、幅７ｍｍの金属板を２枚用意し、前記金属端子用
接着性フィルムの全面を覆うようにして、前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フ
ィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７ＭＰａ、時間３秒間の条件で、前記金属
板で加熱及び加圧を行い、前記ポリエチレンテレフタレートフィルムを金属接着性フィル
ムから剥し前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フィルムの積層体を得る。
　当該積層体の加熱及び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）を測定する。
　以下の式によって、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出する。
金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
【請求項７】
　前記金属端子用接着性フィルムの流れ方向の熱収縮率が、４０％以上９５％以下である
、請求項１～６のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項８】
　前記金属端子用接着性フィルムを赤外分光法で分析すると、無水マレイン酸に由来する
ピークが検出される、請求項１～７のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項９】
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、ポリプロピレン層を含んでいる、請求項１
，３又は４に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１０】
　前記ポリプロピレン層は、ブロックポリプロピレンを含んでいる、請求項２又は９に記
載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１１】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンを含んでいる、請求項２、９又は１
０に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１２】
　前記ポリプロピレン層は、未延伸ポリプロピレンにより構成されている、請求項２、９
～１１のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１３】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンにより構成された層と、ブロックポ
リプロピレンにより構成された層と、ランダムポリプロピレンにより構成された層とがこ
の順に積層された積層構成を有している、請求項２，９～１２のいずれかに記載の金属端
子用接着性フィルム。
【請求項１４】
　前記酸変性ポリプロピレン層は、ランダムベースの酸変性ポリプロピレンを含んでいる
、請求項１～１３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１５】
　前記金属端子用接着性フィルムの一方側の表面粗さが０．５μｍ以上である、請求項１
～１４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１６】
　前記包装材料が、少なくとも、基材層、バリア層、及び熱融着性樹脂層をこの順に備え
る積層シートから構成されており、
　前記熱融着性樹脂層と前記金属端子との間に前記金属端子用接着性フィルムが介在され
る、請求項１～１５のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１７】
　少なくとも、正極、負極、及び電解質を備えた電池素子と、当該電池素子を封止する包
装材料と、前記正極及び前記負極のそれぞれに電気的に接続され、前記包装材料の外側に
突出した金属端子とを備える電池であって、
　前記金属端子と前記包装材料との間に、請求項１～１６のいずれかに記載の金属端子用
接着性フィルムが介在される、電池。
【請求項１８】
　金属端子と、前記金属端子の一部を被覆している請求項１～１６のいずれかに記載の金
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属端子用接着性フィルムとを備える、接着性フィルム付き金属端子。
                                                                                
【手続補正書】
【提出日】令和2年7月8日(2020.7.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層及びポリプロピレ
ン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記酸変性ポリプロピレン層の厚さは、１０μｍ以上であり、
　前記ポリプロピレン層の厚さは、１５μｍ以上であり、
　前記酸変性ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され
、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項２】
　電池素子の電極に電気的に接続された金属端子と、前記電池素子を封止する包装材料と
の間に介在される、金属端子用接着性フィルムであって、
　前記金属端子用接着性フィルムは、少なくとも１層のポリオレフィン骨格を有する樹脂
層を備えており、
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、酸変性ポリプロピレン層を含んでおり、
　前記金属端子用接着性フィルムの少なくとも一方側の表層は、前記酸変性ポリプロピレ
ン層によって構成されており、
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さは、４０μｍ以上であり、
　前記酸変性ポリプロピレン層は、断面を電子顕微鏡で観察した際に海島構造が観察され
、
　前記金属端子用接着性フィルムを示差走査熱量計で測定した場合に、前記ポリオレフィ
ン骨格を有する樹脂層は、１２０℃以上１５６℃以下の範囲に融解ピークが観察される、
金属端子用接着性フィルム。
【請求項３】
　前記酸変性ポリプロピレン層の海島構造において、島の部分の面積の割合は、１０％以
上５０％以下である、請求項１または２に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項４】
　以下の測定方法で測定される、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率が、４０％
以上である、請求項１～３のいずれか１項に記載の金属端子用接着性フィルム。
　厚さ１００μｍのアルミニウム板と、前記金属端子用接着性フィルムを用意する。
　前記金属端子用接着性フィルムの厚さＡ（μｍ）を測定する。
　前記アルミニウム板及び前記金属端子用接着性フィルムの長さ方向及び幅方向が一致す
るようにして、前記アルミニウム板の中心部分に前記金属端子用接着性フィルムを重ねる
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。さらに、前記金属端子用接着性フィルムの上に厚み１２μｍのポリエチレンテレフタレ
ートフィルムを配置する。
　前記アルミニウム板の長さより長く、幅７ｍｍの金属板を２枚用意し、前記金属端子用
接着性フィルムの全面を覆うようにして、前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フ
ィルムの上下から、温度１９０℃、面圧１．２７ＭＰａ、時間３秒間の条件で、前記金属
板で加熱及び加圧を行い、前記ポリエチレンテレフタレートフィルムを金属接着性フィル
ムから剥し前記アルミニウム板と前記金属端子用接着性フィルムの積層体を得る。
　当該積層体の加熱及び加圧が行われた部分の厚さＢ（μｍ）を測定する。
　以下の式によって、前記金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率を算出する。
金属端子用接着性フィルムの厚さ残存率（％）＝（厚さＢ－１００）／厚さＡ×１００
【請求項５】
　前記金属端子用接着性フィルムの流れ方向の熱収縮率が、４０％以上９５％以下である
、請求項１～４のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項６】
　前記金属端子用接着性フィルムを赤外分光法で分析すると、無水マレイン酸に由来する
ピークが検出される、請求項１～５のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項７】
　前記ポリオレフィン骨格を有する樹脂層は、ポリプロピレン層を含んでいる、請求項２
に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項８】
　前記ポリプロピレン層は、ブロックポリプロピレンを含んでいる、請求項１又は７に記
載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項９】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンを含んでいる、請求項１、７又は８
に記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１０】
　前記ポリプロピレン層は、未延伸ポリプロピレンにより構成されている、請求項１、７
～９のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１１】
　前記ポリプロピレン層は、ランダムポリプロピレンにより構成された層と、ブロックポ
リプロピレンにより構成された層と、ランダムポリプロピレンにより構成された層とがこ
の順に積層された積層構成を有している、請求項１、７～１０のいずれかに記載の金属端
子用接着性フィルム。
【請求項１２】
　前記酸変性ポリプロピレン層は、ランダムベースの酸変性ポリプロピレンを含んでいる
、請求項１～１０のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１３】
　前記金属端子用接着性フィルムの一方側の表面粗さが０．５μｍ以上である、請求項１
～１２のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１４】
　前記包装材料が、少なくとも、基材層、バリア層、及び熱融着性樹脂層をこの順に備え
る積層シートから構成されており、
　前記熱融着性樹脂層と前記金属端子との間に前記金属端子用接着性フィルムが介在され
る、請求項１～１３のいずれかに記載の金属端子用接着性フィルム。
【請求項１５】
　少なくとも、正極、負極、及び電解質を備えた電池素子と、当該電池素子を封止する包
装材料と、前記正極及び前記負極のそれぞれに電気的に接続され、前記包装材料の外側に
突出した金属端子とを備える電池であって、
　前記金属端子と前記包装材料との間に、請求項１～１４のいずれかに記載の金属端子用
接着性フィルムが介在される、電池。
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【請求項１６】
　金属端子と、前記金属端子の一部を被覆している請求項１～１４のいずれかに記載の金
属端子用接着性フィルムとを備える、接着性フィルム付き金属端子。
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